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本日の研修内容

 令和3年度介護保険報酬改定

 令和3年度介護保険報酬改定の運営基準減算

 ハラスメント対策の強化

 高齢者虐待防止の推進・感染症対策の強化・業務継続
に向けた取組の強化

 居宅サービス計画書の新様式

 ケアマネジャーの運営基準減算

 おまけ（質疑応答）
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延長
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のちほど！
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従業員にガイドラインの理解が必要
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必ずではない
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一部のちほど！
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新設

名称変更
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要件追加①

要件追加②
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届出が必要
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新設
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加算は算定できない
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初回加算も同時に算定可
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今のところ除かれている
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のちほど！
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「一定回数以上の生活援助を

位置付けたプラン」と異なり、

生活援助だけではなく、身体

介護も含みます。

「事業所の全利用者の区分

支給限度基準額の総額に対して、全利用者のサービス費用の

総額が７割以上」かつ「そのサービス費用の総額に対して、

訪問介護費の総額が６割以上」の事業所を抽出される。
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微増！
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もう終了！
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令和3年度介護保険報酬改定の運営基準減算

「前6月間の居宅サービス計画における訪問介護や通所介護等
のサービスが位置付けられたそれぞれのサービスの割合」

「前6月間の居宅サービス計画における訪問介護や通所介護等
の回数のうち、同一のサービス事業者によって提供されている
割合」

上記について、居宅介護支援の提供開始の際に文書を交付して
説明を行っていない場合
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令和3年度介護保険報酬改定の運営基準減算

前6ヵ月とは⇒集中減算と同様

前期⇒3月から8月

後期⇒9月から2月

介護屋みらいの変更時期⇒9月の給付管理後に前期分を集計し
10月1日付けで。3月の給付管理後に後期分を集計し4月1日付
けで。

どこに⇒重要事項説明書。介護屋みらいでは、重要事項説明書
別紙にて記載。



令和3年度介護保険報酬改定の運営基準減算

ハラスメント対策強化

高齢者虐待防止の推進

感染症対策の強化

業務継続に向けた取組の強化

上記の4つも運営基準として位置づけられました。

整備されていなかった場合には、運営基準減算になるのか、指
定取り消しになるのか、改善命令になるのか、まだ明確なもの
がないとのこと（船橋市介護保険課の回答）



ハラスメント対策

運営基準第十九条の４

解釈通知第二の３（１３）

※別紙参照
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ハラスメント対策

大企業はR2年6月1日から、中小企業はR4年4月1日から措置
を講じることを義務付けている。

事業主が講ずべき措置の具体的な内容

①事業者の方針等の明確化及びその周知・啓発

②相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制
の整備相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、
相談への対応のための窓口をあらかじめ定め、労働者に周知する
事



ハラスメント対策

事業主が講じることが望ましい取組

①相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備

②被害者への配慮のための取組（メンタルヘルス不調への相談対
応や行為者に対して1人で対応させない等）

③被害防止のための取組（マニュアル作成や研修の実施等）

セクシャルハラスメントは、会社や事業所内に限らず、利用者
やその家族から受けるものも含まれる。



ハラスメント対策
～介護屋みらい版～

運営会議（江戸川と船橋の両事業所の管理者等）でハラスメン
ト対策の話し合いを実施

各店一名ずつ担当者・相談窓口を決定

※幹部や管理者ではない人

担当者を中心に、どこまでの取組をするか決定し、以下を実施

①方針等を明確化、②ポスター作製し事業所内に掲示、③フロー
チャート作成、④全職員会議にて全従業員に周知

ハラスメントポスター.pptx
ハラスメント　フローチャート.pptx


高齢者虐待防止の推進

運営基準第一条の２・第十八条・第二十七条の２

解釈通知第二の３（２２）

※別紙参照
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高齢者虐待防止の推進

令和6年3月31日までは努力義務

運営規程の変更が必要

虐待の防止のための、対策を検討する委員会の設置、指針の整
備、従業員に対する研修（年1回以上）、措置を適切に実施す
るための担当者の配置の義務付け

委員会の定期的（年1回以上）な開催の義務付け

※他の会議との一体的な開催、他のサービス事業所との連携に

より行うことも可能

みらいの運営規程



高齢者虐待防止の推進
～委員会の協議事項～

①虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事

②虐待の防止のための指針の整備に関する事

③虐待の防止のための職員研修の内容に関する事

④虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に関する事

⑤従業者が虐待等を把握した場合に、市町村への通報が迅速かつ適切に行

われるための方法に関する事

⑥虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得られる再発の確実

な防止策に関する事

⑦前号の再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価に関する事



高齢者虐待防止の推進
～指針の整備～

①事業所における虐待の防止に関する基本的な考え方

②虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項

③虐待の防止のための職員研修に関する基本方針

④虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針

⑤虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項

⑥成年後見制度の利用支援に関する事項

⑦虐待等に係る苦情解決方法に関する事項

⑧利用者等に対する指針の閲覧に関する事項

⑨その他虐待の防止の推進のために必要な事項



高齢者虐待防止の推進
～研修の実施～

①指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な研修（年1回以上）の

実施

②新規採用時には必ず虐待の防止のための研修を実施

③研修の実施内容についての記録

④研修の実施は、事業所内職員研修での研修で差し支えない



高齢者虐待防止の推進
～担当者の設置～

①虐待を防止するための体制として、措置を適切に実施するため、専任の

担当者を置く事

②担当者は、虐待防止検討委員会の責任者（=管理者）と同一の従業員が

務めることが望ましい

※虐待防止検討委員会…管理者を含む幅広い職種で構成する。構成メン

バーの責務及び役割分担を明確にする。事業所外の虐待防止の専門家を

委員として積極的に活用することが望ましい。他の会議との一体的な開

催運営、他のサービス事業者との連携により行うことも可能。



高齢者虐待防止の推進
～介護屋みらい版～

 実施済

・担当者の配置…江戸川と船橋の各管理者（=委員会の責任者）

・運営規程の変更し届出

 これからすること（～令和6年3月）

・委員会のメンバー選定と指針整備の準備

・従業員が相談・報告できる体制整備（フローチャート作成予定）

・江戸川区・船橋市の虐待防止マニュアルの確認

 実施（令和6年4月～）

・運営規程の変更…「令和6年3月まで猶予期間」を削除し再度届出

・令和6年度に委員会を開催（指針の整備、研修内容、再発防止策と評価）

・令和6年度の全職員会議にて研修を1度実施



感染症対策の強化

運営基準第二十一条の２

解釈通知第二の３（１６）

※別紙参照
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感染症対策の強化

令和6年3月31日までは努力義務

感染症の予防及びまん延防止のための、対策を検討する委員会
の設置、指針の整備、定期的な研修及び訓練（シミュレーショ
ン）（年1回以上）の義務付け

委員会の定期的（6か月に1回以上）な開催の義務付け

※他の会議との一体的な開催、他のサービス事業所との連携に

より行うことも可能



感染症対策の強化
～感染症対策委員会～

①感染症の知識を有するもの（外部の者も含めて）を含む、幅広い職種に

より構成することが望ましい。

②専任の感染対策を担当する者を決めておく事

③感染症の予防及びまん延防止のための指針の整備に関する事

④感染症の予防及びまん延防止のための職員研修の内容に関する事

⑤感染症の予防及びまん延防止のための訓練（シミュレーション）の内容

に関する事

⑥その結果について、介護支援専門員に周知徹底を図る



感染症対策の強化
～指針の整備～

①平常時の対策及び発生時の対応を規定する。

②平常時の対策は、事業所内の衛生管理（環境の整備等）、感染対策（手

洗い、標準な予防策）等

③発生時の対応は、発生状況の把握、感染拡大の防止、医療機関や保健所、

市町村における事業所関係課等の関係機関との連携、行政等への報告等

④発生時の事業所内の連絡体制や上記の関係機関への連絡体制の整備

※「介護現場における感染症対策の手引き」を参照



感染症対策の強化
～研修と訓練（シミュレーション）～

①感染対策の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発

②指針に基づいた衛生管理の徹底や衛生的なケアの励行

③職員教育として定期的な（年1回以上）を開催

④新規採用時には感染対策研修を実施することが望ましい

⑤研修の実施内容についての記録

⑥実際に発生した場合を想定し発生時の対応についての訓練（シミュレー

ション）

⑦指針及び研修に基づいた事業所内の役割分担の確認、ケアの演習

⑧定期的な（年1回以上）の訓練（シミュレーション）の実施



感染症対策の強化
～介護屋みらい版～

 実施済

・担当者の配置…江戸川と船橋の各サブリーダー1名ずつ

・委員会のメンバー…外部の感染対策の知識を有する者（薬剤師さん）

 これからすること（～令和6年3月）

・指針整備の準備

 実施（令和6年4月～）

・令和6年度に委員会を2回開催（指針の整備、研修と訓練内容）

・令和6年度の全職員会議にて研修と訓練（シミュレーション）を1度実施



業務継続に向けた取組の強化

運営基準第十九条の２

解釈通知第二の３（１４）

※別紙参照



出典：第199回介護給付費分科会（R3.1.18）参考資料1



業務継続に向けた取組の強化

令和6年3月31日までは努力義務

感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅
介護支援の提供を継続的に実施するための、および非常時の体
制で早期の業務再開を図るための業務継続計画を策定し、当該
計画に従い必要な措置の義務付け

上記計画の周知。必要な研修及び訓練（年1回以上）の義務付
け

定期的に業務継続計画の見直し



業務継続に向けた取組の強化
～業務継続計画の策定等～

①感染症や災害が発生した場合でもケアマネ業務を継続的に実施するため

の、非常時の体制で早期に業務再開ができるための計画

②他のサービス事業所との連携により策定することも可能

③感染症に係る業務計画…平時からの備え・初動対応・感染拡大防止体制

の確立

④災害に係る業務継続計画…平常時の対応・緊急時の対応・他施設及び地

域との連携

⑤地域の実態に応じて設定すること

⑥感染症と災害の業務継続計画を一体的に策定することも可能



業務継続に向けた取組の強化
～研修と訓練～

①研修は、計画の具体的内容を職員間に共有

②平常時の対応の必要性、緊急時の対応にかかる理解の励行

③職員教育として定期的な（年1回以上）を開催

④新規採用時には別に研修を実施することが望ましい

⑤研修の実施内容についての記録

⑥訓練は、計画に基づき、事業所内の役割分担の確認や、ケアの演習等

⑦定期的に（年1回以上）訓練を実施

⑧研修も訓練も感染症の予防及びまん延の防止のための研修と一緒に実施

可能



業務継続に向けた取組の強化
～介護屋みらい版～

 実施済

・主担当…取締役

・外部の有識者…感染対策の知識を有する者（薬剤師さん）と同様

・業務継続計画の策定などの研修会に参加

 これからすること（～令和6年3月）

・業務継続計画の策定

 実施（令和6年4月～）

・令和6年度の全職員会議にて研修と訓練を1度実施予定



居宅サービス計画書の新様式

介護保険最新情報Vol.958

「介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項
目の提示について」の一部改正について

※別紙参照



ケアマネジャーの一連の業務
ざっくり

契約アセスメント

モニタリング

サービス担当者会議・プラン交付

モニタリング モニタリング ・・・



運営基準減算とは

 居宅介護支援における運営基準減算とは、運営基準として定められる項
目について、事業者への遵守を求めることを明確にするための減算です。

 基本報酬×50／100

※2カ月以上継続している場合は基本報酬を算定できません。

※2カ月以上継続する場合の適用月：2月目から

＜例＞

4月：50／100減算適用

5月以降、減算の状態が続く限り：算定しない



取扱件数
～介護支援専門員１人当たり～

 介護支援専門員（常勤換算）1人当たり40件を超えた場合、超過部分の
みに逓減制

 40件以上60件未満の部分は居宅介護支援費Ⅰⅱ

 60件以上の部分は居宅介護支援費Ⅰⅲ

 取扱件数には介護予防支援受託者数を２分の1とした件数を含む

 ICTの活用または事務員配置により、45件以上60件未満が居宅介護支援
費Ⅱⅱ、60件以上が居宅介護支援費Ⅱⅲ



契約
～重要事項説明書～

 利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求めることが
できること

 居宅サービス計画に位置付けたサービス事業者等の選定理由の説明

 前6月間の居宅サービス計画における訪問介護や通所介護等のサービスが
位置付けられたそれぞれのサービスの割合

 前6月間の居宅サービス計画における訪問介護や通所介護等の回数のうち、
同一のサービス事業者によって提供されている割合

 上記について文書を交付して説明を行っていない場合



アセスメント
～初回・更新・区変確定～

 利用者の居宅を訪問し、利用者とその家族に面接をしていない場合

 サービス担当者会議を開催していない場合（やむを得ない場合を除く）

 居宅サービス計画の原案の内容について、利用者またはその家族に説明
し、利用者からの同意を得た上で、居宅サービス計画を利用者と担当者
に交付していない場合



モニタリング

 1カ月に1回、利用者の居宅を訪問して利用者に面接をしていない場合

 モニタリングの結果を記録していない状態が1カ月以上継続する場合



おまけ
～質疑応答～

 軽微な変更についての取扱（介護屋みらい）



今日は・・・💜

ご清聴ありがとうございました💜


